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教 育 研 究 業 績 
                                   

                                      氏名  長谷部 孝司 
学位： 修士（経済学） 

   

研   究   分   野 研 究 内 容 の キ ー ワ ー ド 

経済学 金融論 経済政策 不良債権 機関投資家 過渡期 

主要担当授業科目 
 経済学A・B  国際関係論B（経済） 現代日本の経済  経済政策A・B 

 

教 育 上 の 能 力 に 関 す る 事 項 

事  項 年 月 日     概             要 

１ 教育方法の実践例 
 
 
 
 
 

 
平成5年～ 
 現在まで 
 
 

 
①各回の授業内容のポイントと論理展開を明確に整理して講

義に臨んだ。 
②授業内容に即して体系的な板書を行った。 
③統計資料などをプリントして配布した。 
④時事問題（経済関連）の解説を挿入し、学生の興味関心を高

める努力を行った。 
⑤学生に自らテーマを決めさせグループ発表をさせた。 
⑥自ら授業マナーの向上に勤めるとともに、学生の授業マーに

ついても粘り強く指導を続けた。 
 

２ 作成した教科書・教材 
 
 
 
 
 

 
昭和61年 
 
 
 
平成9年 
 
 
平成17年 
 
平成18年 
 

 
①経済原論の入門用テキスト『経済原論』（小林弥六編著）の

分担執筆を行った。担当箇所は、「蓄積過程論」「再生産表

式論」「信用論」「商業資本論」であった。 
 
②「基礎演習・ディベートのためのテキスト」の編集責任者に 
なるとともに「ディベートの進め方」を執筆した。 
 
③「キャリアデザイン」の分担執筆。 
 
④「キャリアデザイン・ノート」の分担執筆。 

３ 教育上の能力に関する大学等の

評価 
 
 
 

 
平成9年以降 
 
 
平成16年以降 

 
①学生による授業評価アンケートにおいて、ほとんどの項目に

おいて平均点以上の評価を得た。 
 
②卒業生に行う大学生活および授業に関するアンケートにお

いて、印象に残る授業として「世界経済論」（旧教育課程）が

2回（16年度、18年度）挙げられた。 
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４ 実務の経験を有する者について

の特記事項 
  

５ その他 
 
 
 
 
 

 
平成2年4月～ 
 平成4年3月 
 
平成17年4月～ 
 平成19年3月 
 
平成19年4月～ 
 平成25年3月 
 

 
・日本学術振興会特別研究員 
 
 
・大学入試センター試験問題作成委員（政治・経済） 
 
 
・日本高等教育評価機構評価委員 

 職務上の実績に関する事項 
事  項 年 月 日     概             要 

１．資格、免許 
 
 

 
昭和57年3月 

 
中学校教諭１級員免許状（社会） 
高等学校教諭２級教員免許状（社会） 
 

２．特許等 
 
 

  

３．実務の経験を有する者についての 
 特記事項 
 

 
平成3年3月 
 
 
 
平成４年４月 
 

 
 
平成４年４月 
 

 
財団法人・産業研究所委託調査  
『将来社会における人材育成に関する調査研究－高度情報化

に対応した人材育成－』 
 

財団法人・産業研究所委託調査 副主査 
『産業構造の高度化と理工系出身者の人材問題に関する調査

研究』 
 

財団法人・産業研究所委託調査 副主査 
 『情報通信利用の高度化に伴う人材育成のあり方に関する調

査研究報告書』 
 

４．その他 
 
 

 
 
 
 

 
下記の著書、論文について引用実績あり 
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著書、学術論文等の名称 

単著 
共著 
の別 

発行又は   
 
発表の年月 

発行所、発行雑誌又は 
 
発表学会等の名称 

 
概              要 

（著書） 
１．『経済原論』 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．『新構想』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 １９

９３年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．現代日本経済研究会 
 編『日本経済の現状 １９

９４年版』 
 
 

 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 

 
平成62年11月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成2年12月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成5年4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成6年4月 
 
 
 
 

 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第一法規出版社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 

 
編者：小林弥六 
共著：小林弥六、三輪春樹、松崎昇、宮

嵜晃臣、長谷部孝司他・・・ 
担当：蓄積過程論（pp171-179）、再生産

表式論（pp  180-188）、信用論

（ pp233-264 ） 、 商 業 資 本 論

（ pp265-271 ）、 株 式 資 本 論

（pp272-278） 
理論経済学の構成分野のうち、資本の蓄

積過程論、再生産標識論、信用論、商業

資本論、株式資本論の項目について、そ

の時点までの研究成果をふまえつつ、初

学者ように概説を行った。 
 
編者：三浦宏一 
共著：三浦宏一、三輪春樹、長谷部孝司

他・・・ 
担当：第６章 ３節 日本経済 
       （pp292-315） 
労使関係、企業間関係において独特な形

をとる日本的経営方式によって、日本経

済は 70 年代後半以降、欧米に先駆けて

いち早くＭＥ化を達成した。この過程を

整理し、今後の日本経済の進むべき方向

性についても検討を加えた。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第四章 バブルの後遺症に

苦しむ金融市場 
バブル経済の膨張要因について、国際的

要因、国内的要因の両面から検討した。

前者では、対米金融政策協調による低金

利政策の長期化が重要な意味を持った。

後者では、銀行の金余りが不動産関連等

への過剰な融資を引き起こした点が重

要な要因となった点を明らかにした。ま

た、今後は不良債権問題がさらに深刻化

する可能性が高い点も明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第四章 高まる金融不安と

大衆負担型救済策への傾斜

（pp201-227） 
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５．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 １９

９５年版』 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 １９

９６年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７．降旗節雄編著『世界経

済の読み方』 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成7年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成8年4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成9年4月 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
御茶の水書房 
 
 
 
 
 
 
 

不良債権問題が深刻化するなかで、金利

の引き下げを繰り返すことで銀行の救

済、ひいては金融システムの危機を食い

止めようとしているが、これは他面で

は、預金金利等の引き下げを通じて家計

の所得を圧迫することになっている。こ

うして、政府の銀行救済策は、事実上そ

の負担を国民大衆に押しつける大衆負

担型救済策になっている点を明らかに

した。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第四章 長期化する金融不

安と金融の空洞化（pp150-165） 
日本の不良債権問題が長期化する中で、

バブル期にニューヨーク証券取引所を

しのぐまでに取引量が拡大した東京証

券取引所から、上場外国企業が上場を取

り下げたり、東京に進出した外国金融機

関が撤退するなど金融の空洞化現象が

進んでいる実態を明らかにし、その背景

を明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第三章 不良債権問題で見

直し迫られる日本型金融システ

ム（pp136-157） 
人為的低金利政策、メインバンク制など

の日本型金融システムは、高度成長を支

える上で重要な役割を果たしたが、70
年代以降は徐々に形骸化し始めた。その

最終的な結果が、不良債権問題であっ

た。したがって、不良債権問題は高度成

長型金融システムの終焉を意味するも

のであり、これにより新しい金融システ

ム構築への模索が始まらざるを得ない

点を明らかにした。 
 
共著：降旗節夫、榎本正敏、小松総、樋

口均、飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第八講 世界市場と貿易構造

（pp187-210） 
戦後の世界経済の中で、貿易構造がどの

ように変化していったかを整理した。す

なわち、耐久消費財型重化学工業の期間

産業化により高度成長期は先進国間で
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８．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 １９

９７年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 １９

９８年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 
 １９９９年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
平成9年4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成10年4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
平成11年4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の水平貿易が拡大したが、高度成長終焉

後は、多国籍企業の発展等を受け、先進

国と途上国との間に、水平貿易が拡大し

始めている点を明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第五章 超低金利政策の限

界と高まる金融改革の必要性

（pp216-242） 
不良債権問題が長期化する中で、戦後み

られなかった金融機関の経営破綻が相

次ぐようになった。これを受け、政府・

日銀は異例の超低金利政策によって救

済策を講じているが、その効果もむなし

く金融危機はますます深刻化している。

こうして、金融構造改革の必要性がます

ます避けられなくなっている点を明ら

かにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第四章 ジレンマを深める

金融ビッ グバン 
不良債権問題によって日本型金融シス

テムの限界が明らかになり、金融構造改

革が不可避となった。これを受け、政府

は金融ビッグバンを進めることになっ

た。しかし、グローバリゼーション、ア

ジア通貨危機などが日本経済の不況を

さらに長期化させ楊としている中では、

逆に金融危機を強める結果になってい

る点を明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第一部 第三章 日本発世界恐慌

の危機と金融ビッグバン（pp59-86） 
日本の金融危機が深刻化する中で、邦銀

は海外から資金調達を行う際にはジャ

パンプレミアムを課されるまでになっ

ている。このような中では、邦銀等が対

外債権の回収に踏み切る可能性も高ま

っている。しかし、これはドル暴落の引

き金となりうる可能性を持っている。こ

うして、金融危機の深刻化の中で、日本

発の世界恐慌の可能性がますます高ま

っている点を明らかにした。 
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11．『グローバリゼーショ

ンを読む』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 ２０

００年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13．現代日本経済研究会編

『日本経済の現状 ２０

０１年版』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14．『国民国家システムの

再編』 
 
 
 
 

共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 

平成11年12月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成12年 4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成13年４月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成15年９月 
 
 
 
 
 

情況出版 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学文社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
御茶の水書房 
 
 
 
 
 

共著：姜尚中、伊藤誠、侘見光彦、長谷

部孝司他・・・ 
担当：第Ⅲ部 金融の自由化の意味する

もの（pp239-256） 
金融自由化は、一般に金融の不安定性を

高めるものとしてされているが、70年代

以降国際通貨体制が固定相場制から変

動相場制へ移行し、これによって金融不

安定性が増大した中では、それらのリス

クをヘッジしながら、安定的な貿易取引

などを進めていくためには重要な役割

を果たした点を明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第一部 第三章 構造転換が進み始

めた高度成長型金融システム

（pp63-99） 
不良債権問題、金融ビッグバンによっ

て、高度成長型金融システムからの転換

は不可避となったが、これまでは深刻な

金融危機の中で、その進展は遅々として

いた。しかし、企業集団の枠を超えた都

市銀行同士の合併などによって、こうし

た構造転換がようやく本格的に進み始

めた点を明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、田多英範、

飯野敏夫、長谷部孝司他・・・ 
担当：第二部 第二章 「ＩＴ革命」に

不可欠な金融システム改革

（pp182-216） 
高度成長を支えた重厚長大型産業によ

る経済発展が一巡し、新たにＩＴ産業が

基幹産業の有力候補となってきたが、こ

うした新産業を発展させるためには、高

いリスクテイク能力を持つ金融システ

ムの構築が不可欠である。アメリカを例

にこうした金融システムがすでにケイ

セイされつつある点と、日本ではそれが

遅れている点を明らかにした。 
 
共著：岡本英男、渋谷博史、池上岳彦、

長谷部孝司他・・・ 
担当：第６章 金融構造改革の課題

（pp211-237） 
80 年代に金融自由化が進められたにも

かかわらず、90年代には金融ビッグバン
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15．『金融システムの変容

と危機』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
16．『21世紀 社会主義化

の時代』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
17.『経済のソフト化･サー

ビス化と金融改革－現代

日本の金融構造改革を中

心として』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
平成16年７月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成18年２月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成24年12月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
御茶の水書房 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会評論社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会評論社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

が行われることになった。そこで、前者

と後者の金融改革の違いを明らかにし、

後者が日本型金融システムそのものを

構造改革することを課題とするもので

ある点を明らかにした。 
 
共著：稲富信博、野口真、竹内晴夫、長

谷部孝司他・・・ 
担当：第８章 日本では不良債権問題が

なぜ容易に解決しないのか

（pp227-256） 
金融ビッグバンが始まったが、新しい金

融システムへの転換は容易に進んでい

ない。この背景には、日本では、終身雇

用制など雇用を重視する日本型経済シ

ステムがあることで、容易に旧産業を縮

小させることができないという要因が

ある。その結果、こうした産業に資金を

供給している旧来型の金融システムも

生き延びることになり、金融改革が遅れ

る結果になっている点を明らかにした。 
 
共著：榎本正敏、鎌田一義、飯野敏夫、

石井徹、長谷部孝司 
担当：Ⅴ 現代＝「過渡期」論の検討

（pp230-298） 
現代資本主義の歴史的位相を巡って二

つの見方が対立している。一つは、現代

を資本主義の発展段階とする見方、もう

一つは脱資本主義化の時代とする見方

である。本稿は、後者の見方から前者の

見方を批判的に検討したものである。 
 
経済のソフト化・サービス化は、脱資本

主義的な生産力の形成過程と考えられ

ます。 
このプロセスが最も進んでいるアメリ

カでは、その形成はどのようになされた

のか。特に、著者の研究対象である金融

システムは、その過程でどのような役割

を果たしたのかという点が問題となる。

そこでまず、1970･80 年代以降のアメリ

カの金融システムの変容･改革が、この

時期の産業構造の転換を媒介・促進する

上でどのような役割を果たしたのかを

整理した。 
次に、これを踏まえて日本の金融改革の

動きを整理すると、日本でも 1990 年代
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18．『グローバル資本主義の

変容と中心部経済』 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成27年12月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
日本経済評論社 

後半以降はアメリカの経験を踏まえ、産

業構造の転換を媒介しうる金融システ

ムの構築を目指すようになった。金融ビ

ッグバンに始まる一連の改革であり、そ

の結果、制度的には大幅な改革が進み、

欧米のシステムと遜色のないものとな

った。 
しかし、制度は変わったがマネーの動き

を見ると、貯蓄から投資への転換は進ま

ず、旧来と大差ない状態である。改革を

経た金融システムは、アメリカのように

産業構造の転換を促す役割を果たすに

は至っていないと言える。 
こうした違いはどこから生じてきたの

か。産業構造を転換させるためには様々

な要因が必要となるが、マクロ的には旧

産業から新産業への資金や労働の移転

が順調に進むことが不可欠である。金融

改革は前者を進めようとするものであ

るが、日本的経営の下では後者は容易に

進みにくい状況となる。このため、金融

改革だけ先行しても、十分な結果は得ら

れないことになっていると思われる。以

上の観点から、1970年代以降の日本の金

融改革の動きとそれが上手く機能して

いない背景を整理した。 
 
共著：河村 哲二、石橋 貞男、池上岳彦、 

長谷部孝司他3名 
担当：第４章 アメリカの金融システム

における証券化の進展と意味 
（pp230-298） 

 
第1に、1970年代以降のアメリカでは、 
ソフト化･サービス化という新生産力の 
発展が 見られたが、この発展に際し金 
融は重要な役割を果たした。①新産業へ 
の資金供給、②消費者・住宅金融の発展 
による消費の拡大、③世界的なマネーの 
一極集中構造の形成による①、②の促 
進、である。以上の三点の内、ここでは 
②について考察した。 
第2に、このような証券化の発展を可能 
にしたアメリカの金融システム自体が、 
単純に 市場メカニズムの中から生ま 
れてきたものではなく、資本主義が福祉 
国家体制を取った ことによってはじ 
めて発展可能になったものであり、その 
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意味で、もはや脱資本主義的な性格、す 
なわち過渡期的な性格を帯びたものに 
変容している点を明らかにした。 
 

（学術論文等） 
１．「商業信用から銀行信用

への展開」 
 
 
 
 
 
 
 
２．「商業信用論」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．購買手段としての貨幣

と価値尺度論の展開」 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．マルクス、宇野の貨幣

論と貨幣的分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．転換期経済の実相と新

パラダイムの必要性 
 
 

 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 

 
昭和60年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
昭和61年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
昭和63年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成元年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成3年 
 
 
 

 
筑波大学大学院経済学

会『筑波大学経済学論

究』 第四号 
 
 
 
 
 
 
筑波大学大学院経済学

会『筑波大学経済学論

究』 第五号 
 
 
 
 
 
 
 
筑波大学『経済学論集』 

第二十号 
 
 
 
 
 
 
 
 
筑波大学大学院経済学

会『筑波大学経済学論

究』第八号  
 
 
 
 
 
 
 
生活・生産性研究集団

『ＨＰＳ Ｌｅｔｔｅ

ｒ』Vol.4   
 

 
信用制度は、再生産過程の中で個々の資

本が手形による売買を行う商業信用を

基盤にして、それを組織化したものとし

て銀行信用が発生することで構築され

る。そこで、商業信用からこの銀行信用

がどのように組織化され構築されてい

くかについて、その過程を詳細に検討し

た。 
 
信用制度の基盤をなす商業信用は、商品

の買い手が受信者となり、売り手が与信

者となり、双方がそれぞれの立場から一

定の利益獲得を期待して掛け売り・掛け

買いを行っている。そこで、両者がそれ

ぞれどのような利益の獲得を期待しな

がらこれらの信用関係を形成していく

のかという点、従来の諸説をふまえなが

ら再検討した。 
 
貨幣の価値尺度機能をめぐって、一回の

購買で価値が尺度されたといえるのか、

繰り返しの購買によって社会的に妥当

な価格水準が形成されないと尺度され

たとはいえないのではないか、という論

争がある。これを巡る諸説を整理検討し

た。また、その過程で、貨幣の第一機能

（価値尺度）と第二機能（流通手段）は

一つに統一すべき点を明らかにした。 
 
宇野弘蔵の流通形態論の方法は、経済学

説史的に整理すれば、理想的平均状態を

前提とする『資本論』の方法を貨幣的経

済理論の方法に組み替える意義を持つ

と言える。この方法をさらに発展させ、

理論経済学における貨幣的分析の視点

を発展させるためにはどのような方法

が何が必要かという点から、貨幣論を再

検討した。 
 
転換期経済の実装をふまえ、新たな産業

社会では、市場原理、組織原理の他に、

その中間に位置するネットワーク原理

が必要となる点を明らかにした。 
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６．「住専問題に見る金融シ

ステムの現状」 
 
 
 
 
 
 
 
７．「世界市場と貿易構造」 
 
 
 
８．「購買手段としての貨幣

と価値尺度論」 
 
 
 
 
 
 
 
 
９．「日本的経営とＭＥ化」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10．「金融の自由化の意味す

るもの」 
 
 
      
11．「構造改革を迫られる金

融システム」 
 
 
 
 
 
 

 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成8年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成8年9月 
 
 
 
平成10年3 月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成11年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成11年3月 
 
 
 
 
平成12年3月 
 
 
 
 
 
 
 

 
谷沢書房『月刊 状況

と』 
No.243 
 
 
 
 
 
 
谷沢書房『月刊 状況

と』No.249 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学紀要』 第５号 
 
 
 
 
 
 
 
 
同上 第６号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
情況出版『情況』第二期

第九十二号 
 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学研究紀要』第７号 
 
 
 
 
 
 

 
住専問題では母体行主義（金融機関系列

のノンバンクの経営状況が悪化した際

に,設立母体である金融機関が,融資額を

超えても他の金融機関の融資を事実上

肩代わりする慣行）や護送船団方式が機

能しなくなっている。これらは、高度成

長型金融システムがいよいよ限界に至

っている証左である点を明らかにした。 
 
上記の著書（降旗節雄編著『世界経済の

読み方』、担当：第八講 世界市場と貿

易構造）へ転載。 
 
貨幣の価値尺度機能をめぐる二つの立

場（一回の購買で価値が尺度されたとす

る説、繰り返しの購買による価格水準の

形成で尺度されたとする説）を再整理

し、前者の立場の優位性を主張するとと

もに、こうした立場からは、経済原論を

貨幣的な経済理論として再編成する視

点が得られる点を指摘し、この点から論

争の意味を再解釈した。 
 
終身雇用制、年功序列型賃金、企業別労

働組合などの日本的経営は、70 年代以

降、日本企業がいちはやくME化を進め

ることを可能にし、80年代に経済大国日

本を生み出す重要な要因となった。しか

し、90年代に IT革命が進行し始めると、

これに対応するのには、逆にブレーキ要

因となっていること、それゆで、見直し

を迫られるものとなっている点を明ら

かにした。 
 
上記の著書（姜尚中、伊藤誠、侘見光彦、

長谷部孝司他著『グローバリゼーション

を読む』、担当：第Ⅲ部 金融の自由化

の意味するもの）へ転載。 
 
メインバンク制、人為的低金利政策など

の戦後の日本の金融システムは、管理通

貨制度の利点を最大限利用して高度成

長の実現を可能にするものであった点、

しかし、高度成長終焉後にはそれがかつ

ての有効性を失いながらも形だけ残っ

たために、不良債権問題を引き起こすこ

とになった点を明らかにし、高度成長型
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12．「福祉国家体制の動揺と

金融構造改革の課題」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13．「長期化する不良債権問

題と金融構造改革の遅

れ」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14．「1980-90年代アメリカ 

の金融システムの変容」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
15．経済のソフト化・サー

ビス化と金融システムの

変容 
 
 

 
 
 
単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 

 
 
 
平成14年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
平成15年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成18年７月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成19年9月 
 
 
 
 

 
 
 
同上 第9号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
同上第10号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
情況出版『情況』第三期

第七巻第四号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アソシエ 21 ニューズ

レター  2007年9月号 
 
 
 

金融システムが構造転換を迫られてい

る点を明らかにした。 
 
戦後日本の金融システムが、福祉国家の

形成、維持にどのように関わってきたか

を明らかにした。高度成長期には、設備

投資資金を積極的に供給することでそ

の役割を果たし、高度成長終焉後には、

国債大量発行の受け皿となることでそ

の役割を果たしてきた。しかし、これら

の役割を継続することではもはや福祉

国家体制を維持することはできなくな

っている。高いリスクをとりながらも、

新産業への資金供給を担いうる新しい

金融システムの構築が不可欠となって

いる点を明らかにした。 
 
不良債権問題が長期化するなかで、産業

への資金供給は民間の金融機関ではな

く政府系の金融機関が中心的に担うこ

ととなっている。その結果、公的金融の

肥大化が進むことになっている。こうし

た事態は、従来の金融システムが機能不

全に陥ったことを意味しており、金融構

造改革がもはや不可避のものとなって

いることを意味している。しかし、実際

には構造改革は遅々としている。そこ

で、こうした事態に陥っている背景を探

った。 
 
70年代以降アメリカでは、ディスインタ

ーミディエーションを機に、機関投資家

の台頭、株式時価総額主義、M&A の増

大など、金融システムが大きく変容し始

める。これは、一面ではバブルの原因と

もなったが、中長期的にはＩＴ産業を中

心に新産業の発展を促すことになった。

そこで、こうした金融システムの変容の

意義を検討した。結論としては、これら

は脱工業化社会へ向けた産業構造の転

換に対応する金融システムの変容と考

えられる、というものである。 
 
1970年代以降のアメリカでは、従来型重

化学工業の成熟化、機関投資家の台頭、

株主重視経営への転換、証券市場改革、

金融自由化などを通して、金融システム

の転換が進んだ。こうした動きは、IT産
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16．アメリカの金融システ

ムの変容が意味するもの

(上) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
17．アメリカの金融システ

ムの変容が意味するもの

（下） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
18．1980年代日本の金融自

由化の論理－産業構造の

転換の遅れと金融改革の

遅れ－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
19．1990年代半ば以降の日

本の金融改革（上）－産

業構造の転換の遅れと金

融システムの転換の遅れ

－ 

 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
平成20年3,4月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成20年7月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成21年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成22年3月 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
『情況』2007年3/4月号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
『情況』2007年7月号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学研究紀要』第16号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学研究紀要』第17号 
 
 
 

業の発展を中心に、産業構造がソフト

化・サービス化することに対応して、金

融システムが変容していく過程であっ

た点を明らかにした。 
 
先に以下の点を素描した。1970年代以降

のアメリカでは、従来型重化学工業の成

熟化、機関投資家の台頭、株主重視経営

への転換、証券市場改革、金融自由化な

どを通して、金融システムの転換が進ん

だ。こうした動きは、IT産業の発展を中

心に、産業構造がソフト化・サービス化

することに対応して、金融システムが変

容していく過程であった点を明らかに

した。本稿の（上）と(下)は、これを豊

富な資料により詳述したものである。 
 
（上）につづいて、アメリカの金融シス

テムの変容の意味について以下の点を

明らかにした。すなわち、1970年代以降

のアメリカでは、従来型重化学工業の成

熟化、機関投資家の台頭、株主重視経営

への転換、証券市場改革、金融自由化な

どを通して、金融システムの転換が進ん

だ。こうした動きは、IT産業の発展を中

心に、産業構造がソフト化・サービス化

することに対応して、金融システムが変

容していく過程であったと。 
 
日本における金融自由化は 1970 年代の

後半から徐々にはじまり、80年代以降ス

ピードをあげていく。しかし、80年代を

通しても、日本の金融構造改革は大きく

は進まなかった。なぜか。それは、80
年代までの金融改革は、自動車、家電産

業などを中心とする従来の産業構造を

前提にして、それを財政主導と輸出主導

によってさらに発展させようとする範

囲の改革でしかなかったからである。こ

うした、産業構造の転換の遅れと金融改

革の遅れの関連性を明らかにした。 
  
1980年代までの金融改革は、既存の産業

構造を前提とした範囲のものであった

が、1990年代半ば以降の金融改革の論理

は、それとは異なったものとなったよう

に思われる。グローバリゼーションの進

展などにより、自動車、家電産業などの
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20．「新自由主義」とは何か 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
21．1990年代半ば以降の日

本の金融改革（中）－産

業構造の転換の遅れと金

融システムの転換の遅れ

－ 
 
 
 
 
 
22．アメリカの金融システ

ムの変容と証券化の意味 
 
 
 
 
 
 
 
 
23．1990年代半ば以降の日

本の金融改革（下）－産

業構造の転換の遅れと金

融システムの転換の遅れ

 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成22年11月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成23年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成23年12月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成24年3月 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会理論学会『社会理論

研究』第10号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学研究紀要』第18号 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会理論学会『社会理論

研究』第12号 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学研究紀要』第19号 
 
 

従来型の産業構造による経済成長の限

界が明らかとなったからである。そこ

で、この時期の金融改革は、80年代まで

とは異なり、新産業･企業の育成による

産業構造の転換を促進することをねら

いとする内容であったという点を、実際

の改革の内容を整理しながら明らかに

した。 
 
「新自由主義」については、市場原理を

浸透させることで、経済格差など従来の

福祉国家体制を後退させるものである

との批判が一般になされている。しか

し、「新自由主義」にはこうした側面だ

けでなく、むしろ、自動車、家庭電気を

中心とした旧来型の産業構造を前提と

する経済成長が限界を迎える中で、それ

をソフト化・サービス化産業を中心とし

た新しい産業構造に転換させる、すなわ

ち、あたらしい生産力の発展を促進する

意味があり、この点に注目することが現

代資本主義の歴史的位相を理解する上

で重要である点を明らかにした。 
 
1990年代半ば以降に金融ビッグバン、公

的金融改革、「貯蓄から投資へ」等、様々

な金融構造改革が行われる。制度改革と

してはかつてない規模で進んだと言え

るが、実際のマネーの動きを見ると、当

初のねらい通りに改革が進んでいると

はいいがたい状況である。この時期のマ

ネーの動き方を様々な側面から整理す

ることで、この点を実証した。 
 
アメリカでは、1970年代以降、ソフト化･

サービス化という新生産力の発展が見

られたが、この発展に際し金融は重要な

役割を果たした。①新産業への資金供

給、②消費者・住宅金融の発展による消

費の拡大、③世界的なマネーの一極集中

構造の形成による①、②の促進、である。

以上の三点の内、①については既に論じ

た。ここでは、②について考察した。 
 
「（中）」において、幅広い金融構造改革

にもかかわらず、実際のマネーの動きが

当初のねらい通りに変化していない点

を実証した。では、なぜそのような事態
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－ 
 
 
 
24. 現代金融論の課題（上） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
25．金融改革後のマネー

フローの動向（上） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
平成26年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成29年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
東京成徳大学『東京成徳

大学研究紀要』第21号 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学経営学部

『経営論集』第 6 号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

になってしまったのか、その背景を、日

本的経営のあり方、それを受けた政府の

経済政策のあり方に注目して分析した。 
 
現代資本主義論の課題は、第1に、福祉

国家体制の中で資本主義がどのように

変質していったか、第2に、その変質に

よっていかにして福祉国家体制を支え、

その結果として新しい生産力と生産関

係が形成されることになったのか、と考

えられる。これを踏まえると、現代資本

主義論の重要な一環を成す現代金融論

の課題は以下のようになる。 
①．福祉国家体制の中で金融システムが

いかに変質したのか。 
②．変質したことでいかにして福祉国家

体制を支え、その結果としていかにして

新生産力・新生産関係の形成を促進する

ことになったのか。 
③．しかし、変質したことでいかなる問

題を生み出すことになったか（インフ

レ、変動相場制、産業金融からの乖離、

バブルなど）。 
④．「②」の結果として、金融システム 
自体もさらにどのように脱資本主義化 
しつつあるのか（ソーシャルファイナン 
ス、社会的責任投資など）。 
このような現代金融論の全体像をまと 
めようとするものである。 
 
1990 年代後半から始まる金融ビッグ

バンと、その後の証券市場改革を中心

とする一連の金融改革は、日本の金融

構造を、証券市場を中心とするものへ

と転換させることを大きなねらいと

するものであった。これによって、新

産業・企業などのリスク分野への資金

供給を促し、金融面から産業構造の転

換を促進させようとした。 
では、このような改革によって、マネ

ーの流れ方はねらい通りに変化して

いったのであろうか。これについては

以前に考察したことが（『経済のソフ

ト化･サービス化と金融改革－現代日

本の金融構造改革を中心として』第 4
章、2013 年、社会評論社）、その後、

量的 ･質的金融緩和政策、マイナス金

利政策など、日本銀行の金融政策が大
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26．福祉国家型金融シス

テムの形成・変容と金

融化の進展（１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
27. 金融化の意味するも

の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
平成31年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和元年12月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学経営学部

『経営論集』第 8 号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社会理論学会『社会理 
論研究』20号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

きく変化した。また、日本銀行の資金

循環統計も、2016 年  3 月には 
2008SNA にもとづく新ベースの統計

へと大幅に見直された。そこで本稿で

は、以上の変化を踏まえて、金融改革

後のマネーフローの動向について改

めて整理した。 
 
1970 年代以降、アメリカを筆頭に未

曾有の規模の「金融化」が進んだ。金

融の拡大現象は、資本主義の歴史を遡

れば過去にも例が見られた。しかし、

これらの金融拡大現象は、その規模や

範囲、影響力、継続性などの点で、1970
年代以降のアメリカの金融化とはま

ったく異なるものである。 
そこで、金融化とは何かを理解する上

でまず第 1に問うべきは、そもそも金

融化がかくも大規模化したのはなぜ

か、第2は、このことは現代資本主義

にとって何を意味するのか、である。 
本稿では、金融化とは、資本主義経済

の福祉国家化を前提に形成された「福

祉国家型金融システム」と密接に関わ

る現象と考えている。そこで上記の課

題に対しては、そもそも福祉国家型金

融システムとは何か、その形成と変容

により金融化がいかに膨張したのか、

それは現代資本主義にとって何を意

味するのか、という視座からこれらの

課題を考察する。 
 
1970年代以降、アメリカを中心に進ん

だ「金融化」の背景と意味を、理論的

に整理した。 
第一に、1930年の大恐慌を機に資本主

義は福祉国家型の資本主義へ転換し

た。福祉国家の形成に伴い、財政、労

働市場、社会保障など経済の各システ

ムは福祉国家型に再編されたが、金融

システムも福祉国家型金融システム

へと再編成された。同金融システム

は、第二次大戦後の高度経済成長期に

は実体経済との間に好循環を実現し、

経済発展を金融面から支える役割を

果たした。しかし、1970年代以降、福

祉国家体制が行き詰まりを見せるよ

うになると、福祉国家型金融システム
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28. 福祉国家型金融シス

テムの形成･変容と金

融化の進展（２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
29. 福祉国家型金融シス 
テムの形成･変容と金 
融化の進展（３） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和2年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和3年3月 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学経営学部

『経営論集』第9号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学経営学部

『経営論集』第10号 
 
 
 

も変容を迫られることになった。この

変容のプロセスが金融化現象をもた

らした点を明らかにした。 
第二に、本来、資本主義における金融

システムのあり方は、産業金融として

実体経済の拡大を支える点にあるが、

金融化の進行の下では産業金融の空

洞化がますます進み、逆にマネーゲー

ムやバブル膨張が実体経済のあり方

を左右することになっている。このよ

うな金融のあり方は、もはや資本主義

の金融システムとはいえない性格を

ますます強めている。金融化とは、資

本主義の過渡期における金融システ

ムのあり方である点を明らかにした。 
 
他稿において、「金融化」の背景と意

味を理論的に整理した。これを受け、

本稿では数回に分けて、そのような金

融化がアメリカにおいて具体的にど

のように進むことになったのかを明

らかにすることを目的としている。 
本稿(1)では、1970年代以降、アメリカ

で金融化が急速に進んだという事実

を、さまざまなデータを用いて確認し

た。そこで今回は、以下を明らかにし

た。 
第一に、アメリカにおいて、自動車、

家電などの新型重化学工業の発展に

よって資本主義が自律性を失ったこ

と、そのため、福祉国家体制が形成さ

れざるをえず、金融システムも福祉国

家型の金融システムに再編されざる

をえなかったことを明らかにした。 
第二に、福祉国家型金融システムの特

徴は、①積極的な国家介入を支える通

貨体制と金融制度、②消費者信用や住

宅金融など新しい融資対象の拡大、③

年金基金、投資信託など新しい金融主

体の台頭、である。これらのうち①に

ついて、金融政策の主体としての中央

銀行の形成過程を明らかにした。 
 
本稿の(１)では、「金融化」現象が企 
業、家計、政府、金融機関、金融市場 
などにおいていかに顕著に進んでい 
るか、その実態を明らかにした。 (２)
では、そのような金融化現象が進 - 17 
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30. 福祉国家型金融シス 
テムの形成･変容と金 
融化の進展（４） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単著 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和4年3月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東京成徳大学経営学部

『経営論集』第11号 
 

- むことになった背景として、福祉国

家 体制の形成と、それを前提とする

福祉 国家型金融システムの形成が重

要要 因であることを明らかにし、さ

らに福 祉国家型金融システムの重要

要因で ある中央銀行の機能強化が、

1900 年代から 1930 年代のアメリカ

においていかに進んだかを整理した。  
以上を受けて(３)では、同じく福祉国 
家型金融システムの重要要因である 
政府系金融機関が、1920 年代から

1930 年代のアメリカにおいていかに

拡大 ないし創設されたかを、事業金

融、農業金融、住宅金融の三分野に分

けて明らかにした。 
 
 
本稿の(１)では、「金融化」現象が企 
業、家計、政府、金融機関、金融市場 
などにおいていかに顕著に進んでい 
るか、その実態を明らかにした。 (２)
では、そのような金融化現象が進むこ

とになった背景として、福祉国家体制

の形成と、それを前提とする福祉国家

型金融システムの形成が重要要因で

あることを明らかにし、さらに福祉国

家型金融システムの重要要因である

中央銀行の機能強化が、1900 年代か

ら 1930 年代のアメリカにおいてい 
かに進んだかを整理した。(３)では、

福祉国家型金融システムの重要要因

である政府系金融機関が、1920 年代

から1930 年代のアメリカにおいてい

かに拡大ないし創設されたかを、事業

金融、農業金融、住宅金融の三分野に

分けて明らかにした。 
以上を受けて(４)では、同じく福祉国

家型金融システムの重要要因である

消費者金融が、1910･20年代以降のア

メリカでなぜ発展可能になったのか、

いかに発展したのかを明らかにした。 
 

（その他） 
・学会発表 
１．マルクス経済学におけ

る貨幣的分析の必要性 
 
 

 
 
単著 
 
 
 

 
 
平成元年10月 
 
 
 

 
 
経済理論学会（第３７回

大会、於神戸大学） 
 
 

 
 
宇野弘蔵の流通形態論の方法は、経済学

説史的に整理すれば、理想的平均状態を

前提とする『資本論』の方法を貨幣的経

済理論の方法に組み替える意義を持つ
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・委託調査 
１．（財）産業研究所 
『将来社会における人材

育成に関する調査研究 
－高度情報化に対応した

人材育成－』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．（財）産業研究所 
『将来社会における人材

育成に関する調査研究－

創造性豊かな研究人材の

育成』 
 
３．（財）テレコム高度利

用推進センター 
『情報通信利用の高度化

に伴う人材育成のあり方

に関する調査報告書』 
 
４．（財）産業研究所 
『産業構造の高度化と理

工系出身者の人材問題に

関する調査研究』 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

共著 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
共著 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
平成3年3月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成3年3月 
 
 
 
 
 
平成4年3月 

 
 
 
 
 
平成4年4月 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
財団法人・産業研究所 
委託調査 
委託先 第一法規出版

株式会社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
財団法人・産業研究所委

託調査  
委託先 第一法規出版

株式会社   
 
 
財団法人・テレコム高度

利用推進センター委託

調査 
委託先 政策科学研究

所 
 
財団法人・産業研究所委

託調査 
委託先 第一法規出版

株式会社 
 
 
 
 

と言える。この方法をさらに発展させ、

理論経済学における貨幣的分析の視点

を発展させるためにはどのような方法

が何が必要かという点から、貨幣論を再

検討した。 
 
代表 内田健三 
共著：・・・・ 
担当：第Ⅰ編 日本における情報化の進展 
   第１章 情報化の社会的背景 
   第２章 情報インフラストラクチ

ャーの整備 
   第３章 産業の情報化 
   第４章 行政、地域社会、個人・

家庭の情報化 
   第５章 「情報化」の意味と行方 
   第６章 今後の課題 
日本における情報化の進展状況につい

て、その背景、インフラストラクチャー

の整備状況、産業の情報化、行政・地域

社会・個人・過程の情報化などについて

調査し、最後に今後の課題を指摘した。 
結論としては、情報化に対応した人材の

不足が今後ますます深刻な問題となっ

てくる可能性があり、この面での人材育

成をいかに進めるかが重要となってく

るというものである。 
 
代表 内田健三 
担当：第１章 わが国の科学技術の現状 
将来社会における人材育成 
 
 
 
代表 内田健三 
副主査  長谷部孝司 
担当：第２章 人材育成のための課題

（pp2-1～-2-48） 
 
 
代表：内田健三 
主査：三輪春樹 
副主査：長谷部孝司 
共著：内田健三、三輪春樹、長谷部孝司

他・・・ 
担当：Ⅱ．調査報告 はじめに 
                 報告の要旨 

（pp35-41） 
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・書 評 
１．小林弥六『新生日本へ

の道』への書評 
 
 
２．降旗節雄『日本経済の

構造と分析』への書評 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単著 
 
 
 
単著 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成4年6月 
 
 
 
平成5年6月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
『国会月報』新日本法規

出版株式会社 1992年6
月 
 
『月刊 状況と主体』谷

沢書房 1993年6月 

  Ⅱ－１．理工系学生の卒業数と就

業の動向 
          ２．理工系出身者に対する企

業の不足感 
          ３．理工系出身者の不足問題

の背景 
          ４．企業の対応策の実態  

（pp42-62） 
 

情報化社会の進展が期待される中で、そ

れを担う人材の育成はますます重要な

課題となっている。しかし、他面では若

者の理科系離れが進んでいるといわれ

ており、これが事実であれば由々しき事

態といえる。そこで、各業界の代表的な

企業にアンケート調査を行い、理工系出

身者の確保の状況を調査した。結論とし

ては、大企業では特に確保に大きな問題

は生じておらず、中小企業では確保が困

難ということであった。しかし、これは、

最近始まった問題ではなく従来からあ

る問題である。したがって、いわゆる理

工系離れという問題が昨今急速に進ん

でいるという事実は、それほど明確では

ないということになった。 
 
 
小林弥六『新生日本への道』（御茶の水

書房）について書評を行った 
 
 
降旗節雄『日本経済の構造と分析』（社

会評論社）について書評を行った 
   

 


